
士幌町地域再生可能エネルギー導入計画策定業務委託事業仕様書 

 

１ 適用範囲 

 この仕様書は、士幌町が委託する「士幌町地域再生可能エネルギー導入計画策定業務委託事

業」に適用する。 

 

２ 委託期間 

 本業務の委託期間は、７月下旬から令和５年２月中旬までとする。（予定） 

 

３ 業務目的 

2050 年までに町内における二酸化炭素排出量を実質ゼロとすることを見据え、温室効果ガス

の削減を推進するとともに再生可能エネルギーを最大限に有効活用していく地域包括的な取組

について、費用対効果や実現可能性、持続可能性を考慮しつつ、計画的に着実に実行していく

ため、本業務では、温室効果ガス排出量等の実態調査及び排出量の将来推計分析等を実施し、

また、地域特性を踏まえた将来像、脱炭素シナリオの作成や、削減目標、再生可能エネルギー

導入目標を設定し、その実現に向けた施策や推進体制の検討、ロードマップの作成を目的とす

る。 

 

４ 業務内容 

（１） 地域の自然的・経済的・社会的条件を踏まえた区域内の温室効果ガス、再生可能エネル

ギーの導入又は温室効果ガス削減のための取組に関する基礎情報の収集及び現状分析 

・本町における自然的・経済的・社会的条件を把握するための基礎資料の収集及び整理

を行う。 

・区域内の部門ごとにおけるエネルギー需要及び温室効果ガス排出量の現状について把

握するとともに、経年劣化から増減要因等について分析する。 

・区域内における再生可能エネルギーの導入状況について情報収集を行うとともに、課

題等について現状分析を行う。 

・区域内における温室効果ガス排出量の削減に向けた取り組み状況について情報収集を

行うとともに、課題等について現状分析をおこなう。 

・町民及び事業者の地球温暖化対策や再生可能エネルギー導入に関する意識、意向及び

取り組み状況等を把握するため、アンケート調査等を実施する。 

（２） 地域の特性や削減対策効果を踏まえた将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

・地域の特性や温室効果ガスの排出状況を踏まえ、今後、追加的な対策を見込まないま

ま推移した場合の将来の温室効果ガス排出量について推計を行う。 

・温室効果ガス排出量の削減対策の効果を踏まえた将来の温室効果ガス排出量に関する

推計を可能な限りのパターンについて推計を行う。 

（３） 地域の温室効果ガスの将来推計を踏まえた地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 

・地域の温室効果ガス排出の将来推計を踏まえ、温室効果ガス排出量実質ゼロに向けた

排出・吸収量の将来推計と、排出量実質ゼロを達成した社会の状態に必要な技術、施

策、事業、行動変容等を明らかにした脱炭素シナリオを作成し、２０５０年の温室効



果ガス排出量実質ゼロという目標を達した状態（将来ビジョン）を描く。 

・エネルギー、廃棄物、産業振興、交通、防災、福祉などの様々な分野における行政計

画も参考にし、将来的に地域に起こり得る変化、それにより生じる課題、カーボンニ

ュートラルの実現に向けた施策による社会インフラや人々の行動の変化、脱炭素施策

による地域の経済的、社会的課題の統合的な解決等を検討する。 

（４） 地域の再生可能エネルギーポテンシャルや将来のエネルギー消費量を踏まえた再生可

能エネルギー導入目標の作成 

・再生可能エネルギー全般にわたる導入ポテンシャルの調査を行う。また、導入ポテン

シャルの調査によって得られた結果に対して現状の本町におけるエネルギー消費量や

温室効果ガスに対する評価を行う。 

・最新の再生可能エネルギー技術に関する情報や導入事例について調査を行い、取りま

とめる。 

・エネルギー消費量の指標となるデータをもとに将来のエネルギー消費量を推計する。

推計を行う際には、温室効果ガス排出量の削減対策効果等についても考慮する。 

・地域の再生可能エネルギーの導入目標を再生可能エネルギーの種別ごとに設定する。

導入目標は２０５０年を最終年度とし、２０３０年の中期目標を設定する。また、導

入目標を達成するためのゾーニング案についても検討を行う。 

（５） （３）及び（４）を実現するために必要な政策及び指標の検討並びに重要な施策に関す

る構想の策定 

・再生可能エネルギーの導入目標と地域課題の解決を同時に達成するための政策及び指

標について検討を行う。また、現実的に実施可能な再生可能エネルギーによる事業の

可能性を調査し、「エネルギーの地産地消」や「地域循環共生圏」を見据えた重要な施

策に関する構想について検討を行う。 

（６） （１）から（５）までの事業の実施に当たり、地域の関係者等と合意形成を行うための

専門的知見を要する会議等の開催 

・地域の関係者等と合意形成を行うための専門的知見を要する会議等について支援を行

う。 

（７） （１）から（６）までの内容をとりまとめ、業務報告書を作成するとともに、業務報告

書の概要版を作成 

 

５．成果品 

本業務の成果品は次のとおりとする。 

（１） 業務報告書 ２部 

（２） 業務報告書（概要版） ２部 

（３） その他関連資料 ２部 

（４） 上記を格納した編集可能な電子データ（CD-R） １式 

 

６．その他 

（１） 受託者は、本業務の目的や意図を十分に理解した上で、仕様に基づいた計画を作成し、

本町と打ち合わせを行い、誠意を持って業務を遂行するものとする。 



（２） 受託者は、士幌町個人情報保護条例（平成１７年条例第２５号）を遵守し、本町が提供

する業務に必要な情報資産の管理に万全を期すとともに、業務上知りえた秘密を他人に

漏らしてはならない。この契約が終了し、または解除された後においても同様とする。 

（３） 受託者は、本業務の遂行において本町から資料の貸与を受ける必要がある場合は、本町

と協議の上、貸与を受けることとする。なお、貸与を受けた場合は、業務終了後速やか

に資料を返却することとする。また、貸与を受けた資料を汚損等させた場合は、受託者

の責任において復旧することとする。 

（４） 本業務の実施に関し、仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合は、その都度本町

と協議し、決定することとする。 

（５） 本業務は、環境省補助事業である「令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」の「２

０５０年までの脱炭素社会を見据えて再生可能エネルギーの導入目標を策定する事業

（第１号事業の１）」を活用した業務であるため、当該補助事業の主旨を理解した上で

業務を遂行することとする。 


